
東日本大震災復興特別区域法の一部を改正する法律案の概要 

 
 

都市施設 
として記載 

（土地収用法第 123 条第１項） 

① 緊急に施行する必要がある事業

について明渡裁決が遅延すること

によって 

② 災害の防止が困難となり、その

他公共の利益に著しく支障を及ぼ

すおそれがあるとき 

 

 

収用手続中に土地の使用を許可 

５～49 戸の住宅施設 

復興整備事業 
として記載 

復興整備計画 

都市計画 

収用適格事業 

②に「東日本大震災からの復興

を円滑かつ迅速に推進することが

困難」な場合を明記する。 
 

円滑・迅速な復興整備事業の推進 

（土地収用法第 123 条第２項） 

前項の規定による使用の期間は、

６月とする。更新不可。 

 

※ 50 戸以上の場合は、

現行都市計画法上の都

市施設。 

第二 復興整備事業に係る土地収用法の特例 第一 小規模団地住宅施設整備事業 

特例 

期間の更新を可能とする。 
 

特例 


